【様式３】

指定区域等調書
	指定区域等
	根　　　拠
	該当の有・無
	該当がある場合、

防災工事等の状況
	確認した機関、担当課、担当者名、連絡先(電話番号)、確認日

	①
	地すべり防止区域
	地すべり等防止法
(昭和33年法第30号)
	有・無
	
	

	②
	地すべり危険か所
	地すべり危険か所の再点検について(昭和60年5月9日建設省傾斜保全係長通知)
	有・無
	
	

	③
	急傾斜地崩壊危険区域
	急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する特別措置法(昭和44年法第57号)
	有・無
	
	

	④
	山腹崩壊危険地区
	山地災害危険地域調査について(昭和53年7月17日林野庁長官通知)
	有・無
	
	

	⑤
	崩壊土砂流出危険地区
	
	有・無
	
	

	⑥
	土石流危険渓流及び危険区域
	総合的な土石流対策の推進についての一部改正について(平成10年７月10日付け建設省河砂発第35号)
総合的な土石流対策の推進についての一部改正について(平成10年７月10日付け建設省河砂部発第10号)
	有・無
	
	

	⑦
	なだれ危険か所
	地域防災計画等
	有・無
	
	

	⑧
	災害危険区域
	建築基準法(昭和25年法第201号)
	有・無
	
	

	⑨
	土砂災害特別警戒区域
土砂災害警戒区域
	土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律(平成12年法第57号)
	有・無
	
	


(注)  ・指定区域の確認は、地方事務所所管課、建設事務所、市町村所管課等において確認し、確認先

を明記してください。

　　　・本項目に該当箇所がある場合は、整備調整の対象になりませんのでご留意ください。
